
− 177 −178 

 

事業転換・業態転換事業計画書

計画策定日 西暦 年 月 日

１ 申込者の概要

法人名

代表者名

又は氏名

所在地

現在の営業内容

２ 事業転換・業態転換等にかかる取組

主な取組内容を以下から選択し、売上の発生有無について記載してください

取組形態 ☐業態転換 ☐事業多角化 ☐事業転換

新たな取組

についての

売上発生

☐ 済（西暦 年 月） ☐未了

※売上が発生していない場合は、新たな取組に着手していることが客観的に分かる資料の提

出が必要となる場合があります。

（１）今回の取組の具体的内容（エネルギー関連の取組を含む。再掲可。）について記載してください。

（現状分析（業況、強み・弱み・機会・脅威等）を踏まえて記載してください）

【取組の具体的内容】

【上記のうち、エネルギー関連の取組】

（２）本取組によって期待できる効果（省エネルギー削減効果を含む。再掲可。）について記載してください。

【期待できる成果】

【上記のうち、期待できる省エネルギー削減効果】

本計画書が申込人の意思に基づいて正しく記載されていることについて、次のとおり確認しております。

①確認年月日・確認時刻

西暦 年 月 日 時 分

②確認方法

電話 来店面談 訪問面談 その他（ ）

③金融機関名・支店名・確認者名

金融機関名 支店名 確認者名
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事業転換・業態転換特例申込書

西暦 年 月 日

（申込者） 住 所

名 称

代 表 者

電 話 （ ）

 
事業転換・業態転換特例は≪特例対象の要件①≫を満たし、かつ、≪特例対象の要件②≫を満たす必

要があります。

≪特例対象の要件①≫（〇印必須） 
「テレワーク東京ルール」

実践企業宣言

テレワーク東京ルール実践企業宣言の宣言証（テレワーク推進リー

ダー設置済表示入り）の写し

≪特例対象の要件②≫

該当する項目を「（別紙 ）令和 年度 東京都中小企業制度融資 融資対象一覧①」を参考に

転記し、添付してください。

【事業 取組名】 【必要書類名】
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